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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第141期

第２四半期連結
累計期間

第141期
第２四半期連結
会計期間

第140期

会計期間

自　平成21年
　　　３月１日
至　平成21年
　　　８月31日

自　平成21年
　　　６月１日
至　平成21年
　　　８月31日

自　平成20年
　　　３月１日
至　平成21年
　　　２月28日

売上高 (百万円) 39,662 19,835 90,191

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △475 △116 344

四半期(当期)純損失(△)(百万円) △2,112 △1,321 △1,729

純資産額 (百万円) ― 12,341 13,689

総資産額 (百万円) ― 52,110 53,750

１株当たり純資産額 (円) ― 227.09 252.04

１株当たり四半期(当期)
純損失(△)

(円) △39.85 △24.93 △32.54

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 23.1 24.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 606 ― 86

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △598 ― △3,541

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 159 ― 2,796

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 2,803 2,636

従業員数 (名) ― 1,248 1,244

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第140期及び第141期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につい

ては、１株当たり四半期(当期)純損失を計上しているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名) 　1,248〔1,077〕

(注)　従業員数欄は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第２四半期連結会計期間平均人員を外数で記載してお

ります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名) 772　〔480〕

(注) １　従業員数欄〔　〕内は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　上記従業員数には、出向者を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社及び当社の関係会社において、該当事項はありません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであ

ります。

　

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間

金額(百万円) 受注残高(百万円)

ビル総合サービス及び広告業 364 115

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであ

ります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

百貨店業 16,487

飲食業 2,070

ビル総合サービス及び広告業 809

輸入商品卸売業 383

その他事業 83

合計 19,835

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。
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４ 【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて

分析した内容であります。

　なお、文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日(平成21年10月15日)現在において、判断し

たものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期(平成21年６月１日～平成21年８月31日)におけるわが国経済は、輸出、生産には持ち直し

の動きが見られるものの、企業収益は極めて大幅に減少し、雇用情勢は急速に悪化いたしました。このよ

うな経済環境の中、消費者の生活防衛意識や節約志向の高まりは顕著となり、個人消費は弱含みに推移い

たしました。

　百貨店業界におきましては、雇用・所得環境の悪化に加え、天候不順なども影響し、主力の衣料品や高額

品を中心に売上不振の厳しい状況が続き、東京地区百貨店売上高はこの間、前年同月比２桁のマイナスと

なりました。

　このような中、当社グループは、中期経営計画である「成長力拡大３ヵ年計画」に沿って諸施策を実施

してまいりました。しかしながら、厳しい経済環境の中、主力の百貨店をはじめとする当社グループの売

上高は前年を大きく下回りました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は19,835百万円、営業損失112百万円、経常損失116百万

円、四半期純損失1,321百万円となりました。

①百貨店業

百貨店業は、「スペシャリティの追求による松屋ファンの拡大」の基本方針のもと、銀座本店におきま

しては、強みである服飾雑貨を更に強化するため、２階をインターナショナル雑貨フロアとすべく改装を

行い、７月にその第１期区画が完成いたしました。同時に更なる効率と買廻り性の向上を目指して３階・

４階の婦人服を再編するなど、2010年度の完成を目指し全館の「グレードとテイストの統一」に着手い

たしました。浅草支店におきましては、地元顧客に、より密着した商品やサービスの提供を図るとともに、

営業効率の向上を目指し、６月より３階以上の営業時間を30分短縮いたしました。また、両店として創業

140周年を記念する数々の記念催事やイベントを開催し、ロイヤルカスタマーや、導入３年目を迎え定着

した新松屋カード顧客をはじめとするお得意様への様々なアプローチ、サービスを実施いたしました。し

かしながら、この間の売上高は、昨年秋以降の世界同時不況による消費マインドの急激な冷え込みに加

え、銀座本店の改装工事影響等もあり、前年を下回る結果となりました。

　以上の結果、売上高は16,503百万円、営業損失は189百万円となりました。

②飲食業

飲食業におきましては、婚礼宴会部門におきまして少子化や企業の宴会需要の減少等厳しい環境下、婚

礼組数の獲得増加に取り組んだ結果、売上高は前年並みを維持しました。イタリアンレストラン部門は婚

礼需要の取り込み強化の成果があったものの苦戦を強いられましたが、減収を前提としたコスト削減に

取り組んだ結果、営業利益は前年に比較し大きく改善致しました。全体での売上高は、不採算店舖の閉鎖

影響もあり、前年を下回る結果となりました。

　以上の結果、売上高は2,132百万円、営業利益120百万円となりました。

③ビル総合サービス及び広告業

　ビル総合サービス及び広告業におきましては、主に建装・宣伝装飾部門におきまして景気低迷の影響に

よる設備投資規模の縮小や競争激化等がありましたが、経費構造改革を進め原価・販売管理費の削減に

取り組んだ結果、営業損益は改善しました。

　以上の結果、売上高は1,831百万円、営業損失8百万円となりました。
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④輸入商品卸売業

輸入商品卸売業におきましては、新規取引先の開拓、直営店の展開等店舗の拡充に取り組み、主力商品

である北欧家具、リビング用品及び雑貨の営業強化に努めてまいりましたが、消費低迷の影響から苦戦を

強いられ、減収減益となりました。

　以上の結果、売上高は398百万円、営業利益は6百万円となりました。

⑤その他事業

その他事業におきましては、旅行部門、用度部門をはじめ来店客調査分析、食品・非食品の各種検査な

ど合わせ全体では減収となりましたが、費用削減に取り組んだ結果、増益となりました。

　以上の結果、売上高は396百万円、営業利益2百万円となりました。

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は前期末に比べ、1,639百万円減少し52,110百万円となりまし

た。これは主に受取手形及び売掛金958百万円の減少、繰延税金資産987百万円の減少等によるものであり

ます。負債合計は前期末に比べ、291百万円減少し39,769百万円となりました。これは主に支払手形及び買

掛金543百万円の減少等によるものであります。純資産の部はその他有価証券評価差額金674百万円の増

加、利益剰余金2,112百万円の減少等により1,348百万円減少し12,341百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ、28百

万円減少し、2,803百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、売上債権の減少1,033百万円、仕入債務の減少△825百万円

等により220百万円の収入となりました。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出△488百万円等により504

百万円の支出となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、借入金の増加259百万円等により256百万円の収入となり

ました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等(旧会社法施行規則第127条各号に掲げる事項)は次のとおりです。

　

①基本方針の内容

流通業界における厳しい競争の中、当社が今後も持続的に企業価値を確保・向上させていくためには、

お客様、お取引先をはじめとするステークホルダーとの信頼関係を通じて築いてきた松屋ブランドの更

なる強化、当社グループの強みである都市型消費活発層を中心とした優良顧客の深耕及び新規顧客の獲

得、百貨店事業とその周辺事業との相乗効果の発揮によるグループ全体としての競争力の向上、地域社会

への貢献などの取組みを積極的に実行していくことが必要です。

　当社の株式の買付を行う者によりこうした中長期的視点に立った施策が着実に実行されるのでなけれ

ば、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。従って、当社は、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保、向上

していくことを可能とするものである必要があると考えています。
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当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、

これを一概に否定するものではありませんが、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひ

いては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に

資さないものも少なくありません。

こうした事情を踏まえ、当社は、(i)当社株式の大量取得行為が、当社の企業価値、株主共同の利益に与

える脅威の存否を判断し、当社株式の大量取得行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために

必要な情報・時間を確保したり、(ⅱ)当社取締役会が代替案を提供するために必要な情報・時間を確保

したり、(ⅲ)当社取締役会が株主及びステークホルダーの利益を確保するために行う大量取得行為を行

う者との交渉を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止す

るための枠組みが必要であると考えます。

②具体的な取組み

1)会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

松屋グループは、「生活文化創造集団」を理念として掲げております。すなわち百貨店事業を核に、常

にお客様の生活意識を捉え、鮮度に敏感な情報発信地として、上質で洗練された都市生活者のライフスタ

イルを提案する企業グループを目指して歩んでまいりました。

　2008年３月よりスタートいたしました「成長力拡大３ヵ年計画」においても、松屋グループはこの理念

を念頭に置きながら「スペシャリティの追求による松屋ファンの拡大」、「キャッシュフローの重視に

よる財務基盤の強化」、「事業再編によるグループ力の向上」、「コーポレート・ガバナンスの強化」及

び「ステークホルダーとの信頼関係の強化」の５つの基本方針を掲げ、広く社会から信頼される企業グ

ループを目指し、「松屋ブランド」の価値向上を図ってまいります。

また、松屋グループは、企業価値の継続的な向上の実現のため、コーポレート・ガバナンスの強化に取

り組んでおります。この一環として従来から社外取締役・社外監査役を選任しており、現在も社外取締役

２名・社外監査役３名を選任しております。今後もこの方針を維持して、コーポレート・ガバナンスの充

実に努め、企業価値・株主共同の利益の最大化を追求してまいります。

2)基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、平成19年５月24日開催の定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確

保し、向上させることを目的として、株主総会の決議により当社株式の大量取得行為に関する対応策(買

収防衛策)の基本方針(以下「買収防衛策基本方針」という。)を決定することができることを内容とする

定款変更議案及び変更された定款に基づき買収防衛策基本方針の内容を決定するための議案が承認され

たことに基づき、同日開催の取締役会において、買収防衛策基本方針に基づく具体的な対応策(以下「本

プラン」といいます。)を決議しました。

本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あ

るいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買

付者と交渉を行うこと等を可能とするものであり、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等

を阻止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。

　本プランにおいては、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上とな

る買付、又は(ⅱ)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びそ

の特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け又はこれらに類似する行為(以下「買

付等」と総称します。)を対象とします。

当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付等の内容の検討に

必要な情報及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載
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した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報、当社取締役会からの意見や根拠資料、

当該買付等に対する代替案(もしあれば)等が、経営陣から独立した者(現時点においては社外取締役２

名、社外監査役１名及び社外の有識者から１名)から構成される特別委員会に提供され、その評価、検討を

経るものとします。特別委員会は、必要に応じて、外部専門家の助言を独自に得た上、買付内容の評価・検

討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行います。

特別委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は買付者等の買付等の内

容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかの場合で、

かつ、必要性・相当性の観点から新株予約権の無償割当ての実施が是認されると判断した場合には、当社

取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。当社取締役会は、この勧告を

最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施を決定し、別途定める割当期日における当社の最終の株

主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社普通株式１株

につき新株予約権１個の割合で、新株予約権を無償で割り当てます。

この新株予約権は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内

で、当社取締役会が無償割当ての決議において定める金額を払い込むことにより、原則として当社株式１

株を取得することができるものですが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付さ

れています。また、当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる

旨の取得条項が付されており、当社がかかる条項に基づく取得をする場合、新株予約権１個と引換えに、

原則として当社株式１株が交付されます。

当社取締役会は、上記決定を行った場合速やかに、当該決定の概要その他当社取締役会が適切と判断す

る事項について、情報開示を行います。

本プランの有効期間は、買収防衛策基本方針の有効期間と同様に、平成19年５月24日開催の定時株主総

会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。但

し、かかる有効期間の満了前であっても、当社株主総会において買収防衛策基本方針を変更又は廃止する

旨の決議が行われた場合には、本プランは、速やかに変更後の買収防衛策基本方針に従うよう変更又は廃

止されることとなります。また、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、

本プランはその時点で廃止されることとなります。

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的

な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、

株主の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります(但

し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。)。
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3)具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記1)に記載した基本方針の実現に資する特別な取組みは、いずれも当社の企業価値・株主共同の利

益の確保・向上に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の株主共同の利

益に資するものであり、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

また、本プランは、上記2)に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもっ

て導入されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主意思を重視するものであるこ

と、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、独立性の高い社外者によって構成さ

れる特別委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず特別委員会の判断を経ることが必要

とされていること、特別委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされているこ

と、有効期間が３年間と定められた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止できるとされているこ

となどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同

の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計結期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 177,000,000

計 177,000,000

　

② 【発行済株式】

種類

第２四半期
会計期間末現在
発行数(株)

(平成21年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 53,289,64053,289,640
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数100株

計 53,289,64053,289,640― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を付与しており

ます。

株主総会の特別決議日（平成17年５月26日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数(個) 4,192

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 419,200

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,750

新株予約権の行使期間 平成19年６月１日～平成23年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,750

資本組入額 875
　

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という)は、当社

の取締役または従業員たる地位を失った後も、新株予約権付与契約に定

めるところにより、新株予約権を行使することができるものとする。

　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予

約権の相続は認めないものとする。

　新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権付与契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―
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(注)１　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、100株であります。

２　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　株式分割・株式併合の比率

　　また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整されるものとする。

３　発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

　また、発行日後に当社が時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予

約権証券の行使に伴う株式の発行を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝
調 整 前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整されるものとする。

②当社は、会社法第361条第１項第３号、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を付与しており

ます。

株主総会の普通決議日（平成19年５月24日）及び取締役会決議日（平成19年７月23日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数(個) 606

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 60,600

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,030

新株予約権の行使期間 平成20年６月１日～平成22年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,030

資本組入額 1,015
　

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という)は、当社

の取締役たる地位を失った後も、新株予約権付与契約に定めるところに

より、新株予約権を行使することができるものとする。

　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予

約権の相続は認めないものとする。

　新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権付与契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―
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(注)１　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、100株であります。

２　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　株式分割・株式併合の比率

　　また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整されるものとする。

３　発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

　また、発行日後に当社が時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予

約権証券の行使に伴う株式の発行を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝
調 整 前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整されるものとする。

③当社は、会社法第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を付与しております。

取締役会決議日（平成19年７月23日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数(個) 690

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 69,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,030

新株予約権の行使期間 平成20年６月１日～平成22年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,030

資本組入額 1,015
　

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という)は、当社

の従業員たる地位を失った後も、新株予約権付与契約に定めるところに

より、新株予約権を行使することができるものとする。

　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予

約権の相続は認めないものとする。

　新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権付与契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―

(注)１　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、100株であります。

２　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　株式分割・株式併合の比率

　　また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整されるものとする。
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３　発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

　また、発行日後に当社が時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予

約権証券の行使に伴う株式の発行を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝
調 整 前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整されるものとする。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年６月１日～
平成21年８月31日

― 53,289 ― 7,132 ― 3,660

　

(5) 【大株主の状況】

平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エスエフピー バリュー リアライゼー
ション マスターファンド 
（常任代理人 クレディ・スイス証券
㈱)

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グラン
ドケイマン、ジョージ・タウン、サウス・
チャーチ・ストリート、ユグランド・ハ
ウス、私書箱309GT
エム・アンド・シー・コーポレート・
サービシーズ・リミテッド内
（東京都港区六本木１－６－１）

3,550 6.66

松屋取引先持株会
東京都中央区銀座３－６－１
㈱松屋総務部内

2,806 5.27

㈱みずほ銀行
 (常任代理人 資産管理サービス信託
銀行㈱)

東京都千代田区内幸町１－１－５
（東京都中央区晴海１－８－12）

2,483 4.66

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,483 4.66

東武鉄道㈱ 東京都墨田区押上１－１－２ 2,411 4.52

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 2,237 4.20

㈱伊勢丹 東京都新宿区新宿３－14－１ 2,200 4.13

大成建設㈱ 東京都新宿区西新宿１－25－１ 1,900 3.57

松岡地所㈱ 東京都新宿区西新宿１－７－１ 1,894 3.56

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１－８－11 1,676 3.15

計 ― 23,642 44.37

　
（注）　当第２四半期会計期間において、ザ・エスエフピー・バリュー・リアライゼーション・マスター・ファンド・

リミテッド及びその共同保有者であるジーエーエス(ケイマン)リミテッド、マネージド・アカウント・インベス

トメンツ・エスピーシーから平成21年８月３日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成21年７

月27日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当第２四半期会計期間末における株主名

簿の記載内容及び実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ザ・エスエフピー・バリュー・リアラ
イゼーション・マスター・ファンド・
リミテッド
（The SFP Value Realization Master
Fund Ltd.)

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グラン
ドケイマン、ジョージ・タウン、サウス・
チャーチ・ストリート、ユグランド・ハ
ウス、私書箱309GT
エム・アンド・シー・コーポレート・
サービシーズ・リミテッド内

3,750 7.04

ジーエーエス（ケイマン）リミテッド
（G.A.S（CAYMAN）LIMITED）

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グラン
ドケイマン、ジョージ・タウン、私書箱
1043GT
ドクター・ロイズ・ドライブ69、カレド
ニアン・ハウス

847 1.59

マネージド・アカウント・インベスト
メンツ・エスピーシー
（Managed Account Investments,
SPC)

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グラン
ドケイマン、KY-１-1108、サウス・クイー
ンズ・ゲート・ハウス
 

643 1.21

計 ― 5,240 9.83
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

普通株式 266,900
― ―

（相互保有株式）

普通株式 75,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 52,933,900 529,339 ―

単元未満株式 普通株式 13,840 ― ―

発行済株式総数 53,289,640 ― ―

総株主の議決権 ― 529,339 ―

(注）１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有し
ていない株式1,000株(議決権10個)が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
㈱松屋

東京都中央区銀座３―６―１ 266,900 ― 266,900 0.50

（相互保有株式）
㈱銀座インズ

東京都中央区銀座西２－２番
地先

75,000 ― 75,000 0.14

計 ― 341,900 ― 341,900 0.64

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)あ
ります。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月

最高(円) 1,6481,6031,291 1,222 1,164 1,031

最低(円) 1,3301,1671,121 1,116 882 886

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間(平成21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年６月１

日から平成21年８月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,803 2,636

受取手形及び売掛金 4,615 5,573

たな卸資産 ※1
 4,482

※1
 4,840

その他 986 1,789

貸倒引当金 △36 △31

流動資産合計 12,851 14,809

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,952 12,986

土地 15,227 15,227

その他（純額） 575 643

有形固定資産合計 ※2
 28,756

※2
 28,858

無形固定資産 736 686

投資その他の資産

投資有価証券 5,397 4,507

その他 4,448 4,933

貸倒引当金 △79 △81

投資その他の資産合計 9,765 9,360

固定資産合計 39,258 38,905

繰延資産 － 36

開業費 － 36

資産合計 52,110 53,750
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,711 7,255

短期借入金 16,830 14,482

未払法人税等 133 96

賞与引当金 222 233

役員賞与引当金 2 5

商品券等回収損失引当金 387 372

ポイントカード引当金 56 56

その他 5,620 6,091

流動負債合計 29,963 28,593

固定負債

長期借入金 6,433 8,614

退職給付引当金 286 281

その他 3,086 2,571

固定負債合計 9,805 11,467

負債合計 39,769 40,061

純資産の部

株主資本

資本金 7,132 7,132

資本剰余金 5,639 5,639

利益剰余金 △977 1,134

自己株式 △417 △417

株主資本合計 11,377 13,489

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 735 61

繰延ヘッジ損益 △77 △193

評価・換算差額等合計 658 △131

新株予約権 56 86

少数株主持分 249 244

純資産合計 12,341 13,689

負債純資産合計 52,110 53,750
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 39,662

売上原価 28,988

売上総利益 10,674

販売費及び一般管理費 ※1
 11,120

営業損失（△） △446

営業外収益

受取利息 3

受取配当金 89

債務勘定整理益 107

受取協賛金 67

その他 41

営業外収益合計 309

営業外費用

支払利息 187

商品券等回収損失引当金繰入額 85

その他 65

営業外費用合計 338

経常損失（△） △475

特別利益

主要株主株式売買利益金 17

新株予約権戻入益 38

その他 3

特別利益合計 59

特別損失

固定資産除却損 60

減損損失 14

たな卸資産評価損 38

開業費償却 33

特別損失合計 147

税金等調整前四半期純損失（△） △563

法人税、住民税及び事業税 109

法人税等調整額 1,449

法人税等合計 1,558

少数株主損失（△） △10

四半期純損失（△） △2,112
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 19,835

売上原価 14,457

売上総利益 5,377

販売費及び一般管理費 ※１
 5,489

営業損失（△） △112

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 59

債務勘定整理益 58

受取協賛金 36

その他 14

営業外収益合計 170

営業外費用

支払利息 92

商品券等回収損失引当金繰入額 51

その他 30

営業外費用合計 174

経常損失（△） △116

特別利益

その他 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除却損 59

減損損失 0

特別損失合計 59

税金等調整前四半期純損失（△） △175

法人税、住民税及び事業税 78

法人税等調整額 1,039

法人税等合計 1,118

少数株主利益 27

四半期純損失（△） △1,321
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △563

減価償却費 787

賞与引当金の増減額（△は減少） △11

受取利息及び受取配当金 △93

支払利息 187

固定資産除却損 60

減損損失 14

開業費償却額 33

新株予約権戻入益 △38

売上債権の増減額（△は増加） 958

たな卸資産の増減額（△は増加） 358

仕入債務の増減額（△は減少） △543

その他 △180

小計 968

利息及び配当金の受取額 95

利息の支払額 △184

退職給付制度改定に伴う支払額 △239

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △33

営業活動によるキャッシュ・フロー 606

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △569

有形固定資産の売却による収入 2

無形固定資産の取得による支出 △73

投資有価証券の取得による支出 △13

投資有価証券の売却による収入 42

その他 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △598

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 848

長期借入金の返済による支出 △681

その他 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 159

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 166

現金及び現金同等物の期首残高 2,636

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,803
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日

公表分　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下

げの方法)に変更しております。これにより、税金等調整前四半期純損失が38百万円増加しております。

 

(2)「リース取引に関する会計基準」等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会　第

一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４月１日

以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第

１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を早期適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(借手側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しております。また、リース資産の減価償却方法については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日がリース取引会計基準の改正適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。なお、この変更による損益への影響はありません。

(貸手側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース投資資産として計上しております。また、ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。なお、リース取引開始日がリース取引会

計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。なお、この変更による損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収

益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる会社につ

いては、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によって

おります。また、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた会

社については、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

※１　たな卸資産の内訳

　商品 3,849百万円

　原材料及び貯蔵品 497百万円

　未成工事支出金 116百万円

　未成業務支出金 18百万円

※１　たな卸資産の内訳

　商品 4,155百万円

　原材料及び貯蔵品 495百万円

　未成工事支出金 190百万円

　 　

※２　有形固定資産の減価償却累計額 24,991百万円
　

※２　有形固定資産の減価償却累計額 24,353百万円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬及び給料・手当 4,187百万円

賞与引当金繰入額 197百万円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年６月１日
至  平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬及び給料・手当 2,056百万円

賞与引当金繰入額 197百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年８月31日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,803百万円

現金及び現金同等物 2,803百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年８月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　

至　平成21年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 53,289

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 290

　

３　新株予約権等に関する事項

提出会社

新株予約権の当四半期連結会計期間末残高は56百万円であります。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　

該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。
　
５　株主資本の著しい変動に関する事項
　

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社松屋(E03017)

四半期報告書

25/29



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年６月１日  至  平成21年８月31日)

　

　
百貨店業

(百万円)

飲食業

(百万円)

ビル総合
サービス
及び広告業
(百万円)

輸入商品
卸売業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

16,4872,070 809 383 83 19,835 ― 19,835

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

16 61 1,022 14 312 1,428(1,428) ―

計 16,5032,1321,831 398 396 21,263(1,428)19,835

営業利益又は
営業損失(△)

△189 120 △8 6 2 △68 (44) △112

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

　

　
百貨店業

(百万円)

飲食業

(百万円)

ビル総合
サービス
及び広告業
(百万円)

輸入商品
卸売業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

33,1243,8721,594 861 209 39,662 ― 39,662

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

33 123 1,921 29 637 2,744(2,744） ―

計 33,1573,9963,515 891 847 42,407(2,744）39,662

営業利益又は
営業損失(△)

△506 37 △9 33 32 △412 (34) △446

(注) １　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の内容

百貨店業……………………………百貨店業、通信販売業及びこれらに関連する製造加工、輸出入業、卸売業

飲食業………………………………飲食業及び結婚式場の経営

ビル総合サービス及び広告業……警備、清掃、設備保守・工事、建築内装工事、装飾、宣伝広告業等

輸入商品卸売業……………………輸入商品の卸売等

その他事業…………………………マーケティング情報提供、用度品・事務用品の納入、ＯＡ機器類のリース、保

険代理業、商品販売の取次ぎ、商品検査業務等

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日)及び当第２四半期連結

累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する

支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。
　
　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日)及び当第２四半期連結

累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)において、海外売上高は連結売上高の10％未

満のため、記載を省略しております。
　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

１株当たり純資産額 227.09円

　

１株当たり純資産額 252.04円
　

　

２  １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日 
　至　平成21年８月31日)

１株当たり四半期純損失 39.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま
せん。
　

１株当たり四半期純損失 24.93円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

同左

　

　

(注) １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日 
  至　平成21年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(百万円)

△2,112 △1,321

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △2,112 △1,321

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 52,998 52,998

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動があ
る場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年10月14日

株式会社松屋

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 東　　田　　夏　　記　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 秋　　山　　賢　　一　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 原　　口　　清　　治　　㊞
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社松屋の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21

年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社松屋及び連結子会社の平成21年８月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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